
【海外出張】
インドネシア次期プロジェクト協議等

国際協力部教官
廣　田　　　桂

第１　はじめに
　令和６年５月１４日から同月２３日までの間、当職らはインドネシア共和国に赴き、
現行プロジェクトの進捗状況の確認、次期プロジェクトに関する協議、ＡＳＥＡＮ政府
間人権委員会（ＡＩＣＨＲ）と我が国が行う「第３回日ＡＩＣＨＲインターフェース」
に参加し、ＡＳＥＡＮ各国におけるＢＨＲ（ビジネスと人権）の取組状況や課題に関す
るヒアリング調査等を行った。

第２　出張者及び出張日程
⑴　出張者
　髙橋一章（当部教官）、行部黎（国際専門官）、当職
⑵　日程

５月１４日（火） 移動日
５月１５日（水） 法務人権省官房訪問・協議

ＪＩＣＡ事務所において専門家と協議
５月１６日（木） ＳＣ訪問・協議

ＤＧＬ訪問・協議
５月１７日（金） 最高裁判所司法研修所との協議

法務人権省人権総局訪問・協議
大使表敬・出張報告

５月２０日（月） ＤＧＬプロジェクトＷＧ参加
現地法律事務所訪問・意見交換

５月２１日（火） ＥＲＩＡ訪問・意見交換
ＡＳＥＡＮ代表部において協議

５月２２日（水） 日ＡＩＣＨＲインターフェース参加
５月２３日（木） 移動日

第３　出張結果
１　現行プロジェクトの進捗状況の調査
⑴　最高裁判所（ＳＣ）関係
　最高裁判所のアグン判事、ラフミ判事らと協議を行った。著作権ガイドブック策
定のためのワーキンググループが中断し、これがプロジェクト活動に影響を及ぼし
ていたところ、この点について最高裁判所と認識を共有し、ワーキンググループ再
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開に向けた協力を依頼したところ、快諾を得られた。
　なお、その後、アグン判事らの指示で、速やかにワーキンググループは再開され
たとのことであった。

ＳＣとの協議の様子

⑵　法務人権省法規総局（ＤＧＬ）関係
　現行プロジェクトに関し、ＰＤＭ上の活動の中で、「インドネシアにおいて不整
合が生じる原因を特定し、これに関する文書に双方が合意する」旨の活動があると
ころ、現段階まで諸般の事情により合意に至っていなかった。このため、ＤＧＬと
の協議において、今後、菊地専門家とＤＧＬにおいて、速やかに文書を作成して合
意することとなった。
　また、先方より、今後予定している執務参考資料の改訂作業と研修に関する見込
みが示された（執務参考資料の改訂につき本年１１月完成予定、研修につき本年６
月及び９月頃を予定）。

ＤＧＬとの協議
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２　次期プロジェクトに関する協議等
　次期プロジェクトについて、法務人権省、最高裁と協議を行った。
　日本側とインドネシア側でアイデアを持ち寄り、大枠、以下の点で合意された。
・�次期プロジェクトでは、インドネシアのＯＥＣＤ加盟を見据えたビジネス環境整備
改善のための法制度改革の推進を目指すこと。
・�最高裁判所は、現行プロジェクトで注力している知財分野に限らず、広く裁判所の
機能強化に資する活動を行うこと。
・�法務人権省は、現行プロジェクトでテーマとしている法令の整合性確保に限らず、
より幅広い、法務人権省が所管するビジネス関連法制度を扱うこと（破産法、民法
等）。
・�ビジネスと人権を新しい要素として入れるため、法務人権省人権総局もＣＰに加わ
り、必要な調整には法務人権省の官房も協力すること。
　このほか、先方から言及のあった具体的なニーズについては以下のとおり。
⑴　ＳＣ関連
　ＳＣからは以下の事項についてニーズがあった。このうち、特に④判決の質の向
上に関して強調されていたところ、この点はＩＣＤとしても知見のある分野である
ことから、次期プロジェクトの活動に含めることを積極的に検討していきたい。
①　執行に関する支援
　２０１３年に仲裁事件の結果を執行するための最高裁規則第２号を作り加速化
させたほか、民事執行についてもタスクフォースを作り、最終的に実施を進める
段階であり、これらに関しての支援。
②　環境問題に関する支援
　基本的人権の確保のために必要で、国際的に注目されている分野であり、国家
優先事項である上、ＳＣの２０２４年から２０２９年戦略政策の優先事項でもあ
り、ＳＣが規則策定、民事・刑事・行政事件に関する対応方法のガイドラインを
策定しているため、これに関する支援。
③　事件解決の迅速化に関する支援
　“e-litigation” を進め、一審／地方裁判所から控訴審、上告審、再審裁判所も対
策を取ろうとするなど、これまでの取組成果が一定程度上がり、年間の未解決事
件数が減っているところ、これらに関する支援。
④　判決の質に関する支援
　事件解決の迅速化が進む一方、判決の内容が裁判官によって大きく異なるなど
安定性に問題があり、類似事件に対して同じ結論を出すということができていな
いなどの課題があり、判決の質を向上させる支援。
⑤　調停に関する支援
　インドネシアでは５～６％とまだ調停の活用率が低いところ、インドネシアは
調停前置主義のため、調停に関する人材育成は最高裁の優先事項（２０２４年は
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国家優先事項）であり、これに関する支援。
⑵　法務人権省規総局（ＤＧＬ）
　アセップ総局長をはじめ、法規総局の局長より、以下のような課題・ニーズが挙
げられた。
①�　ハーモナイゼーションの迅速化、法令の内容の質の向上／確実性の改善（特に
経済・財政分野）に関して、局レベルで、省庁、地方政府に対するサービスの質
の向上を図っているため、それに関する支援。
②�　ハーモナイゼーションに関して、現在、財務省と連携したパイロットプロジェ
クトとして、財務省で出される法令のハーモナイゼーションに当たり、ＡＩを活
用している。具体的には、法令の分析ができるアプリ（law analyzer）で、関連
法令の有無、関連性について精査している状況であるため、これに対する支援。
③�　法令データベースの整理に関しては、現状ＰＤＦになっているデータを文字が
読める形に変更する必要があるという課題の解決に向けて検討しているところ、
これに関する支援。
④�　現行プロジェクト後も引き続きドラフターの能力向上に関する支援。
⑤�　現在、国家開発計画省（ＢＡＰＰＥＮＡＳ）と協議中の２０２４年から
２０２９年の中期国家開発計画では、特に重視すべき対象法令として、破産法の
他、動産保証法、知財関係における地理的標示・著作権、また仲裁に関する法律
の制定・改正が含まれているところ、これらに関する支援。

⑶　法務人権省人権総局（ＤＧＨＲ）
　ダハナ総局長はじめその他人権総局局長レベルから、ビジネスと人権分野に関
し、以下のような支援要請が挙げられた。
①�　全てのステークホルダーについて人権の理解促進・能力向上という観点から、
企業向けの人権保護アプリ（プリズマ）の改良に加え、「ビジネスと人権」に関
する理解を深めるためのモジュール策定が必要であり、これに関する支援。
②�　人権保護を支えるための規則やガイドライン、手引きの策定に関するＷＧを作
成し、ビジネスと人権の概念に合わない法令を特定し、分析した上で、必要な改
訂等を行うことを検討しているところ、これに関する支援。
③�　効率的な被害者保護（特に裁判外の紛争解決の促進）のための救済メカニズム
を構築するため、必要な法令整備を行う予定であり、これに関する支援。

３　日ＡＩＣＨＲインターフェース参加
　ＡＳＥＡＮ諸国の間では、主に、ＢＨＲと教育問題に焦点を当てた議論がなされて
いる状況であった。ＡＩＣＨＲの今後の活動につき、タイを中心としてＢＨＲを取り
扱うべきという意見と、ラオスを中心として次世代の法教育に取り組むべきという意
見があった。
　いずれの問題も重要ではあるものの、我が国としては、少なくとも、ＡＳＥＡＮ諸
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国全体にひ益するという観点からは、ＢＨＲに焦点を当てた活動が望ましいのではな
いかという意見を述べ、ＡＳＥＡＮ諸国もこれを承諾し、今後の活動の大きな方向と
してＢＨＲにまつわる問題を取り上げることが確認された。
　なお、タイ代表からは、本年９月にタイでＢＨＲに関するＡＩＣＨＲの活動を実施
予定であり、その際には日本から専門家を派遣してほしいという依頼があった。

日ＡＩＣＨＲインターフェース

第４　終わりに
　現行プロジェクトについては、諸般の事情により遅れが見られたものの、本出張によ
り、プロジェクトの期間満了までに活動等を完了させる目処がついたように思われる。
今後もＩＣＤとして現地の菊地専門家、國井専門家を支えつつ、プロジェクト活動に協
力していきたい。
　次期プロジェクトについては、相手方機関や内容について、相当程度固めることがで
きた。今後もＪＩＣＡと協力し、インドネシア側と協議を進めて、詳細を詰めていきた
い。
　また、日ＡＩＣＨＲインターフェースに参加したことによって、ＡＩＣＨＥＲとの新
たな協力関係の土台を構築することができた。ＢＨＲは現在世界においても重要な課題
となっており、ＩＣＤとしても本年８月にＡＳＥＡＮ諸国等の留学生を対象としたビジ
ネスと人権に関する共同研究を実施する予定であることから、引き続きＡＩＣＨＥＲへ
の協力を検討していきたい。
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